
農業的土地利用に関する従来の研究をみると､ チュー

ネンは19世紀に孤立国を発表している｡ この研究によれ

ば､ 農業的土地利用の集約度は､ 市場から離れるにつれ

て低下するとされている (チューネン､ 1826)｡ しかし､

実際には都市化の進行などの様々な条件が農業に影響す

るようになると､ チューネンとは異なった理論が提唱さ

れるようになってきた｡ たとえば､ Sinclair (1967) は

チューネン理論と逆に､ 農業的土地利用の集約度は市場

に近づくにつれて低下することを明らかにしている｡ ま

た､ Bryant (1974) は農業的土地利用の集約度は市場

から離れるにつれて上昇し､ その後しだいに低下するこ

とを明らかにしている｡ 農業的土地利用に関する研究で

は､ これらの３つの理論が提唱されている｡

つぎに､ 日本おける農業的土地利用に関する研究をみ

よう｡ 山本ほか (1974) の研究では､ 関東地方の土地生

産性の分布は第二次世界大戦前までチューネン理論に当

てはまっていた｡ しかし､ 山本ほか (1983) の研究では､

第二次世界大戦後の関東地方における土地生産性の分布

には､ チューネン理論とシンクレア理論の両方に類似し

た傾向がみられる｡

また､ 関東地方おける農業的土地利用の研究は､ 集約

性の高い作物である野菜生産の変化からも分析されてい

る｡ 尾留川 (1969) の研究によれば､ 京浜市場への1965

年の野菜出荷量では､ 1965年以前よりも東京都と神奈川

県の出荷量が減少し､ 千葉県・埼玉県・茨城県の出荷量

が増加している｡ しかし､ いぜんとして東京都と神奈川

県の出荷量が関東地方の他県のそれよりも多い｡ また､

山本・斎藤 (1980・1986) の研究では､ 高度経済成長期

に都心から60～80km の地帯で､ 野菜生産に特化した中

郊農業地域が出現している｡ この野菜生産地域は近郊農

業地域と輸送園芸地域との中間に位置し､ ｢農業島｣ 状

に断続的に存在している｡ さらに､ 張 (1994) は東京大

都市圏を対象として､ 野菜生産地域の変化を明らかにし

ている｡ これによれば､ 東京大都市圏では1960年代に都

心から30kmの範囲で野菜生産が盛んで､ 郊外にいくほ

どそれは低下していたが､ 1975年代以降になると東京大

都市圏の外縁部に位置する中郊農業地域で野菜生産が高

くなっている｡

しかし､ 関東地方には中郊農業地域のほかに､ 都市の

内部や近郊には消費地との近接性を生かして､ 経営耕地

面積の狭い土地で多様な野菜を生産する市街地農業地域､

都市農業地域､ 近郊農業地域も存在している (尾留川ほ

か､ 1967；永野､ 1971；小林､ 1979)｡ 一方､ 遠隔地に

は温暖性や高冷地性の気候条件を生かして､ トラックに

より野菜を都市部へと輸送する輸送園芸農業地域も存在

している (坂本､ 1961；坂本､ 1964；丸山､ 1992；山本・

斎藤､ 1980)｡ そのため､ 多様な性格の野菜生産地域が

存在している関東地方を対象として､ 野菜生産の変化を

明らかにすることは重要である｡ また､ 関東地方では

1960年代までに各地に野菜生産地域が形成されたが､

1970年代以降の野菜栽培の変化を明らかにした研究はほ

とんどみられない｡

そこで､ 本研究では関東地方全体を研究対象地域とし

て､ 1970年以降の野菜栽培の変化を明らかにする｡ また､

野菜の集約的栽培を考慮し､ さらに市区町村間の面積の

差異による影響を少なくするために､ 野菜栽培面積と野

菜栽培面積率､ 施設野菜栽培面積と施設野菜栽培面積率

の指標で､ 野菜栽培の変化を分析する｡

まず､ 日本全体おける農業粗生産額の割合の推移をみ

よう (図１)｡ この図をみると､ 日本では1970年以降に

米や麦類､ 雑穀､ 豆類､ イモ類に代わって､ 野菜や畜産､
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花卉の粗生産額の割合が増加してきた｡ とくに1970年以

降には､ 野菜と畜産の粗生産額の割合が全体の20％以上

を占めるようになった｡

さらに､ 日本の全野菜生産額に対する各地方の野菜生

産額の割合をみよう (図２)｡ この図をみると､ 1970年

代に関東地方の野菜生産額は約30％を占めており､ 東北

地方・東海地方・九州地方のそれは約10～15％を占めて

いた｡ 1970年以降には九州地方の野菜生産額の割合が増

加して約20％を占めるようになった｡ しかし､ それ以外

の地方では野菜生産額の割合はほとんど変化していない｡

つぎに､ 日本の各地方における1975年以降の野菜栽培

面積の推移をみよう (図３)｡ この図をみると､ 1975年

に関東地方の野菜栽培面積は約10万４千haで､ 北海道・

東北地方・東海地方・九州地方のそれは３～４万 ha､

北陸地方・東山地方・近畿地方・中国地方・四国地方の

それは１～２万 ha であった｡ 1980年になると､ 関東地

方の野菜栽培面積は約９万 ha へ減少し､ 九州地方のそ

れは約４万 ha へ増加した｡ 1985年になると､ 関東地方
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図１ 日本における農業粗生産額の推移

(生産農業所得統計により作成)

図２ 各地方における野菜の粗生産額の推移

(生産農業所得統計により作成)

図３ 各地方における野菜栽培面積の推移

(農業センサスにより作成)



の野菜栽培面積は約10万 ha へ増加し､ 北海道のそれは

約４万 ha へ増加し､ 東海地方のそれは約２万６千 ha

へ減少した｡ 1990年になると､ 関東地方の野菜栽培面積

は約９万 ha へ減少し､ 北海道・東北地方・九州地方の

それは約５万 ha へ増加した｡ 1995年になると､ 関東地

方の野菜栽培面積は約８万３千 ha へ減少し､ 北海道の

それは約５万７千 ha へ増加し､ 東北地方と九州地方の

それは約４万 ha へ減少した｡ 2000年になると､ 関東地

方の野菜栽培面積は約５万３千 ha へ減少し､ 東北地方

のそれは約３万１千 ha へ減少し､ 九州地方のそれも約

２万２千 haへ減少した｡

すなわち､ 日本では1970年以降に関東地方で野菜栽培

面積が減少してきた｡ ところが､ 1980年代には東北地方

や九州地方で､ 1990年代には北海道で野菜栽培面積が増

加しており､ 東京などの大都市から離れた地域で野菜栽

培が盛んに行なわれるようになった｡

１. 野菜栽培の変化

関東地方において1975年には､ １市区町村当たりの野

菜栽培面積は約207ha であり､ 関東地方全体の野菜栽培

面積率は約14％であった１)｡ そこで､ 関東地方において

市区町村別に､ 1975年の野菜栽培面積と野菜栽培面積率

の分布をみよう (図４)｡ この図をみると､ 関東地方で

は野菜栽培面積400ha 未満で､ 野菜栽培面積率30％未満

の市区町村が382存在している｡ また､ 東京都や神奈川

県の区部には､ 野菜栽培面積400ha 未満で､ 野菜栽培面

積率30％以上の市区が多い｡ さらに､ 野菜栽培面積600

ha 以上で､ 野菜栽培面積率45％以上の市区町村は14で

あり､ 関東地方の各地に分布している｡

さらに､ 関東地方において2000年には､ １市区町村当

たりの野菜栽培面積は約154ha に増加し､ 関東地方全体

の野菜栽培面積率も約20％に増加していた｡ そこで､ 関

東地方において市区町村別に､ 2000年の野菜栽培面積と

野菜栽培面積率の分布をみよう (図５)｡ この図をみる

と､ 全体的に各市区町村で野菜以外の作物の栽培面積が

減少したため､ 野菜栽培面積率が増加した｡ その結果､

野菜栽培面積400ha 未満で､ 野菜栽培面積率30％未満の

市区町村が336に減少している｡ また､ いぜんとして東

京都の全域・神奈川県の東部においては､ 野菜栽培面積

400ha 未満で､ 野菜栽培面積率30％以上の市区町村が多

い｡ さらに､ 野菜栽培面積600ha 以上で､ 野菜栽培面積

率45％以上の市区町村は21に増加しており､ 茨城県の南

東部・南西部や千葉県の北東部で野菜栽培面積が増加し､

その面積率も増加した｡

関東地方においては1975～2000年に､ 野菜栽培面積は

１市区町村当たり約54ha 減少しており､ 野菜栽培面積

率は関東地方全体で約６％増加している｡ そこで､ 関東

地方における1975～2000年までの野菜栽培面積と野菜栽

培面積率の変化をみよう (図６)｡ この図をみると､ 関

東地方の中央部で野菜栽培面積が減少し､ 野菜栽培面積

率も減少している｡ また､ 茨城県東部・千葉県東部・東

京都・神奈川県で､ 野菜栽培面積が減少し､ 野菜栽培面

積率が増加している｡ さらに､ 56市町村で野菜栽培面積

が増加し､ 野菜栽培面積率も増加している｡ これらの市

町村は都心から40～100km 離れた茨城県南東部・南西

部や千葉県北東部の市町村や､ 都心から100km 以上離

れた栃木県・群馬県の市町村である｡ すなわち､ 関東地

方では1970年以降に野菜栽培が平野部だけでなく山間部

にも広くみられるようになった｡

２. 施設野菜栽培の変化

関東地方において1975年には､ １市区町村当たりの施

設野菜栽培面積は約９ha であり､ 関東地方全体の施設

野菜栽培面積率は約４％であった｡ ここで､ 関東地方に

おいて市区町村別に､ 1975年の施設野菜栽培面積と施設

野菜栽培面積率の分布をみよう (図７)｡ この図をみる

と､ 施設野菜栽培面積40ha 以上で､ 施設野菜栽培面積

率30％以上である市町村が10存在しており､ これらは関

東地方の内陸部の市町村である｡ さらに､ 栃木県ではビ

ニールハウスでのイチゴ栽培が行われているため､ 施設

野菜栽培面積の広い市町が多い｡

つぎに､ 関東地方において2000年には､ １市区町村当

たりの施設野菜栽培面積は約22ha であり､ 関東地方全

体の施設野菜栽培面積率は約16％であった｡ そこで､ 関

東地方において市区町村別に､ 2000年の施設野菜栽培面

積と施設野菜栽培面積率の分布をみよう (図８)｡ この

図をみると､ 関東地方全体で施設野菜栽培面積が増加し､

施設野菜栽培面積率も増加している｡ また､ 施設野菜栽

培面積40ha 以上で､ 施設野菜栽培面積率30％以上であ

る市町村は27に増加しており､ これらは関東地方の内陸

部および､ 茨城県や千葉県の東部に存在している｡ また､

これらの市町の周辺部でも､ 施設野菜栽培面積の広い市

町村がみられる｡ しかし､ 東京都や神奈川県では施設栽

培面積20ha 以上の市区町村はほとんどみられない｡

関東地方においては1975～2000年に､ 施設野菜栽培面

積は１市区町村当たり約13ha 増加しており､ 施設野菜
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図４ 関東地方における野菜栽培面積と野菜栽培面積率の分布 (1975年)

(農業センサス (1975年) により作成)
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図５ 関東地方における野菜栽培面積と野菜栽培面積率の分布 (2000年)

(農業センサス (2000年) により作成)
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図６ 関東地方における野菜栽培面積と野菜栽培面積率の変化

(農業センサス (1975年, 2000年) により作成)
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図７ 関東地方における施設野菜栽培面積と施設野菜栽培面積率の分布 (1975年)

(農業センサス (1975年) により作成)
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図８ 関東地方における施設野菜栽培面積と施設野菜栽培面積率の分布 (2000年)

(農業センサス (2000年) により作成)
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図９ 関東地方における施設野菜栽培面積と施設野菜栽培面積率の変化

(農業センサス (1975年, 2000年) により作成)



栽培面積率も関東地方全体で約12％増加している｡ そこ

で､ 関東地方における1975～2000年までの施設野菜栽培

の変化をみよう (図９)｡ この図をみると､ 関東地方全

体において施設野菜栽培面積が増加し､ 施設野菜栽培面

積率も増加している｡ とくに､ 栃木県ではイチゴ栽培が

盛んに行なわれているため､ 施設野菜栽培面積が増加し

てきた｡ また､ 2000年で野菜栽培に特化している市町村

において､ 施設野菜栽培面積が20ha 以上増加しており､

施設野菜栽培面積率も20％以上増加している｡ さらに､

その周辺市町村でも施設野菜栽培面積が10ha 以上増加

しており､ 施設野菜栽培面積率も10％以上増加している｡

これは野菜生産に特化している地域では､ 農家がビニー

ルハウスを利用して野菜の出荷時期を早めたり､ ハウス

内で年に複数回野菜を栽培するなどして､ 限られた耕地

で生産性を上げるようになったためである｡ しかし､ 都

市化の進行している地域や山間部では､ 施設野菜栽培面

積の大幅に増加している市区町村はみられない｡

関東地方では1975年以降に､ 都心から40～100km 離

れた茨城県・千葉県・神奈川県の市町村や､ 都心から

100km 以上離れた栃木県・群馬県の市町村で､ 野菜栽

培が盛んになってきた｡ そこで､ 関東地方において1975

～2000年までに野菜栽培面積が増加し､ 野菜栽培面積率

も増加した56市町村を取り上げ､ 野菜栽培へと転換され

る以前の土地利用を明らかにしよう｡ まず､ これら56市

町村で栽培された作物の全栽培面積の変化をみると､

1975～2000年までに９つの市町で栽培面積が１千 ha 以

上減少しており､ 他の47市町村でも栽培面積が減少して

いる｡ すなわち､ これら56市町村では作物の栽培面積が

増加していないため､ 野菜以外の作物から野菜栽培へと

作物が転換されている｡

つぎに､ これら56市町村で野菜栽培へと転換された作

物をみよう (表１)｡ この表によれば､ これら56市町村

のうちの41市町村で稲の栽培面積が､ ８市町村で工芸作

物のそれが､ ５市町村でその他の作物のそれが､ ２つの

村で豆類のそれがもっとも減少している｡ また､ 工芸作

物やその他の作物の栽培面積がもっとも減少している市

町村では､ 稲の栽培面積も減少している｡ すなわち､ 関

東地方では1970年以降に稲から野菜へと作物が転換され

たことで､ 野菜栽培面積が増加した｡

本研究では関東地方全体を研究対象地域として､ 1970

年以降の野菜栽培の変化を明らかにした｡ 日本では1970

年以降に米や麦類､ 雑穀､ 豆類､ イモ類に代わって､ 野

菜や畜産､ 花卉の粗生産額の割合が増加してきた｡ 日本

の各地方の野菜生産額をみると､ 1970年代には関東地方

でその割合が高くなっていた｡ その後､ 九州地方で野菜

生産額の割合が増加してきた｡ つぎに､ 日本の各地方の

関東地方における1970年以降の野菜栽培の変化 (岡田)
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� 関東地方における野菜栽培への転換
� おわりに

表1 関東地方における野菜栽培への転換作物

１位

２
位

稲 麦類 雑穀 イモ類 豆類
工芸
作物

花卉・
花木

種苗・
苗木

果樹 桑
その他
の作物

稲 8 5

麦類 7

雑穀

イモ類 1

豆類 2

工芸作物 19

花卉・花木

種苗・苗木

果樹 3

桑 5

その他の作物 4 2

(農業センサスにより作成)

注１) 関東地方において1975～2000年までに､ 野菜栽培面積が増加した56市町村を対象とする
２) 数字は市町村数を示す
３) もっとも面積が減少した作物 (１位) とつぎに面積が減少した作物 (２位) を示す



野菜栽培面積をみると､ 1970年以降に関東地方で野菜栽

培面積が減少してきた｡ ところが､ 1980年代には東北地

方や九州地方で､ 1990年代には北海道で野菜栽培面積が

増加しており､ 東京などの大都市から離れた地域で野菜

栽培が盛んに行なわれるようになった｡

関東地方では1970年以降に都心から40～100km 離れ

た茨城県南東部・南西部や千葉県北東部の市町村や､ 都

心から100km 以上離れた栃木県・群馬県の市町村で､

稲から野菜へと作物が転換されたため､ 野菜栽培面積が

増加し､ 野菜栽培面積率も増加してきた｡ これにより､

関東地方では平野部だけでなく山間部にも野菜栽培が広

くみられるようになった｡ また､ 1970年以降に関東地方

全体で施設野菜栽培面積が増加し､ 施設野菜栽培面積率

も増加している｡ とくに､ 栃木県ではイチゴ栽培が盛ん

に行なわれているため､ 施設野菜栽培面積が増加してき

た｡ また､ 野菜栽培に特化している市町村では､ 施設野

菜栽培面積が20ha 以上増加し､ 施設野菜栽培面積率も

20％以上増加しており､ 農業の集約化が進行している｡

本研究を進めるにあたっては､ 立正大学の内山幸久教

授をはじめとする諸先生方に御指導をいただいた｡ 以上､

記してお礼申し上げる｡

注

１) 市区町村数は2000年時点での茨城県85､ 栃木県49､ 群馬県

70､ 埼玉県92､ 千葉県84､ 東京都63､ 神奈川県60､ 合計503

市区町村を対象としている｡
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